
（６）地域移行支援の対象拡大について 

 

① 地域移行支援の対象拡大（案）について 

平成 24 年６月に成立した障害者総合支援法では、地域移行支援の対象

に「その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とす

る者であって厚生労働省令で定めるもの」が追加されたところであるが、

その対象拡大の範囲等については以下のとおりであるので、ご了知の上、

管内の地域相談支援事業者や関係団体等への周知など平成 26 年４月の円

滑な施行に向けた準備をお願いしたい。 

また、今回示すものは、主に現段階で考えられる事項を整理したもので

あり、今後、関係省庁等との調整の過程において変更等があり得ることに

留意願いたい。 

 

（関連資料５）Ｐ61～ 

「地域移行支援の対象拡大について」（第 52 回社会保障審議会障害者部会 

（資料２）） 

 

 

 

（基本的な考え方） 

○ 重点的な支援を行うことで地域生活に円滑に移行できることが期待

される者として、 

 ① 入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護施設に入所している 

障害者 

 ② 退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげることで再 

犯防止が期待される矯正施設等に入所している障害者 

を新たに地域移行支援の対象とする。 

 

（保護施設に入所している障害者） 

○ 保護施設のうち、「身体上又は精神上の理由」が入所の要件となって

いる「救護施設」及び「更生施設」に入所している障害者を地域移行支

援の対象とする。 

 

（矯正施設等に入所している障害者） 

○  対象とする矯正施設の種類は、刑事施設（刑務所、少年刑務所及び拘

置所）及び少年院とする。 

 

○  対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で処遇を行うことを認め、

地域相談支援事業者によって障害福祉サービスの体験利用や体験宿泊

などを実施することが可能な者に限定する。 
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○ 具体的には、「刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者」

や、「刑事施設、少年院の長が刑事施設、少年院の職員の同行なしでの

外出又は外泊を許可した障害者」を想定している。 

 

○  また、矯正施設を出所した障害者は、出所後の一定期間、更生保護施

設等を利用するケースが少なくないことから、更生保護施設等に入所し

た障害者についても支援の対象とする方向で検討中である。 

 

（地域相談支援事業者が委託により行うことができる業務範囲の要件緩和） 

○  現行、地域相談支援事業者は、障害福祉サービスの体験的な利用支援

及び体験的な宿泊支援を除き、地域移行支援の提供を他の事業者等への

委託により行うことができないこととしているが、退院又は退所後の居

住予定地が遠隔地にある場合には、住居の確保や関係機関との連絡調整

等を当該居住予定他の地域相談支援事業者に委託できるように見直す

こととする。 

 

② 今後のスケジュール等について 

○ 地域移行支援の対象拡大の施行に係る関係省令については、現在、パ

ブリックコメントを実施しているところであり、年内のできるだけ早い

時期に公布する予定である。なお、具体的な対象施設・対象者の範囲や

必要な手続き等については、現在、法務省や厚生労働省内の関係部局と

連携しながら検討を進めているところであり、その検討結果については、

順次、お示ししていくので了知願いたい。 
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社会保障審議会障害者部会 

第 52 回（H25.10.15） 資料２ 

 

 

地域移行支援の対象拡大について 
 

 
 
Ⅰ 地域移行支援の見直しの方向性 
 
１．地域移行支援の概要 
 

○ 地域移行支援とは、障害者支援施設等及び精神科病院に入所・入院して

いる障害者に対して、住居の確保や障害福祉サービスの体験利用・体験宿

泊のサポートなど地域生活へ移行するための支援を行うもの。平成 24 年４

月から実施。 

 

【参考】地域移行支援の算定実績（平成 25 年５月サービス提供分） 

請求事業所数 請求利用者数 

249 事業所 501 人 

                                 （出典）国保連データ 

 
２．地域移行支援の見直しの方向性   
           

○ 平成 24 年６月に成立した障害者総合支援法では、現行の対象者に加え

て「その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とす

る者であって厚生労働省令で定めるもの」を新たに規定したところである。 

 

○ これを受け、重点的な支援を行うことで地域生活に円滑に移行できるこ

とが期待される者として、 

① 入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護施設に入所している障

害者、 

② 退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげることで再犯 

防止が期待される矯正施設、保護施設等に入所している障害者 

を新たに地域移行支援の対象とする。 

関連資料５ 
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【参考：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律】 

第５条  

19 この法律において「地域移行支援」とは、障害者支援施設、のぞみの園若し 

くは第 1項若しくは第 6項の厚生労働省令で定める施設に入所している障害 

者又は精神科病院（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているもの 

を含む。第 89 条第 4項において同じ。）に入院している精神障害者その他の 

地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とする者であって厚 

生労働省令で定めるものにつき、住居の確保その他の地域における生活に移 

行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与す 

ることをいう。 

 
 

Ⅱ 地域移行支援の対象拡大の基本的な考え方 
 
１．保護施設に入所している障害者 

 

○ 生活保護法第 38 条に規定する保護施設（下記参考を参照）のうち、「身

体上又は精神上の理由」が入所の要件となっている『救護施設』及び『更

生施設』に入所している障害者を地域移行支援の対象とする。 

 

【参考：生活保護法】 

（種類） 

第 38 条 保護施設の種類は、左の通りとする。 

一 救護施設  

二 更生施設  

三 医療保護施設  

四 授産施設  

五 宿所提供施設  

  2 救護施設は、身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むこと

が困難な要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設とする。  

  3  更生施設は、身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする

要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設とする。  

  4 医療保護施設は、医療を必要とする要保護者に対して、医療の給付を行うこ 

とを目的とする施設とする。  

  5 授産施設は、身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の 

限られている要保護者に対して、就労又は技能の修得のために必要な機会及び 

便宜を与えて、その自立を助長することを目的とする施設とする。  

  6 宿所提供施設は、住居のない要保護者の世帯に対して、住宅扶助を行うこと 

を目的とする施設とする。  
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２．矯正施設等に入所している障害者 
 

（１）矯正施設に入所している障害者 
 

① 給付対象となる矯正施設の種類 

○ 地域移行支援の対象とする矯正施設の種類は、地域生活定着支援セン

ターが実施する地域生活定着促進事業と同様に刑事収容施設及び被収

容者等の処遇に関する法律第３条に規定する『刑事施設』、少年院法第

１条に規定する『少年院』とする。 

 

【参考：矯正施設の種類】 

　法令に違反し、裁判などの結果、刑罰に服することとなった者を収容する
刑事施設。
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・少年受刑者を収容する刑務所。少年受刑者を成人受刑者から分離して
拘禁し、悪風感染を防止するとともに、特別な教育的処遇を行うことを目的
とする。
・対象年齢：１６歳以上２６歳未満

7

　未決拘禁者（被疑者、刑事被告人）、死刑確定者を収容する施設。 8

・家庭裁判所から保護処分として送致された少年及び少年院において刑の
執行を受ける者を収容し、これに矯正教育を授ける施設。
・対象年齢：１２歳以上２３歳未満（医療少年院は１２歳以上２６歳未満）

少年院法第１条 50 H25.5.16現在 3,322

・家庭裁判所から観護措置の決定によって送致された少年を収容し、専門
的な調査や診断を行う施設。
・対象年齢：２０歳未満
・観護措置期間：２週間まで（１回まで更新可）

少年院法第１６条 51 H25.5.16現在 681

・売春防止法第５条（勧誘等）の罪を犯して補導処分に付された満２０歳以
上の女子を収容し、更生させるために必要な補導を行う施設。
・対象年齢：満２０歳以上
・期間：６ヶ月

婦人補導院法第１条 1 H25.5.16現在 0

※１　出典：法務省ホームページ　　※２　出典：H24.12.31現在　平成24年矯正統計年報

67,008

矯
正
施
設

刑
事
施
設

刑務所

刑事収容施設及び被
収容者等の処遇に関
する法律第３条

H25.5.16現在少年刑務所

拘置所

少年院

少年鑑別所

婦人補導院

施設種別 概要 根拠法令 カ所数※１ 収容人数※２

 

 

② 給付対象となる障害者の範囲 

○ 矯正施設に入所している障害者に対する面談、支援計画の作成、住

居の確保など『矯正施設内で行う支援』については、現在も保護観察

所、地域生活定着支援センターとの連携により行われていることから、

新たに地域移行支援の対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で

処遇を行うことを認め、地域相談支援事業者によって障害福祉サービ

スの体験利用や体験宿泊などを実施することが可能な者に限定するこ

とが必要である。 

 

 ○ この場合、給付対象となる者は、障害福祉サービスの体験利用など

地域相談支援事業者が矯正施設外で支援を行う際に、 
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・ 刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者や 

・ 刑事施設、少年院の長が刑事施設、少年院の職員の同行なしでの

外出又は外泊を許可した障害者 

が想定される。 

  

※ 具体的な対象施設・対象者の範囲や必要な手続き等については、現

在、法務省や厚生労働省内の関係部局と連携しながら検討中である。 

 

（２）矯正施設を出所した障害者 

 

① 給付対象となる障害者の範囲 

○ 刑務所に服役した受刑者など長期間にわたり一般社会から隔離され 

た場所で生活していた障害者については、すぐに一般社会の生活に適

応することが困難であること等から、出所後の一定期間、更生保護事

業法第２条第 7 項に規定する『更生保護施設』などを利用するケース

が少なくない。 

 

○ このため、矯正施設等からの釈放に伴い、更生保護施設等に入所した

障害者についても、地域移行支援の給付対象とすることが必要である。 

 

② 給付対象となる更生保護施設等の種類 

○ 更生保護施設のほか矯正施設出所者等の更生を目的とした自立準備

ホーム、自立更生促進センター、就業支援センターが考えられるが、具

体的な対象施設の範囲については、現在、法務省や厚生労働省内関係部

局と連携しながら検討中である。 
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社会保障審議会障害者部会

第52回（H25.10.15） 資料２

（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ）

（地域移行支援）
・地域移行支援サービス費 2,300単位/月

・退院・退所月加算 2,700単位/月
（退院・退所月に加算）

・集中支援加算 500単位/月
（月6日以上面接・同行による支援
を行った場合に加算）

・障害福祉サービス事業の 300単位/日
体験利用加算

・体験宿泊加算（Ⅰ） 300単位/日

・体験宿泊加算（Ⅱ） 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

（地域定着支援）
・地域定着支援サービス費

〔体制確保分〕 300単位/月
〔緊急時支援分〕 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

報 酬 単 価

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要
地域移行支援・・・障害者支援施設等、精神科病院に入所又は入院している障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移

行するための支援を行う。
地域定着支援・・・居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を

行う。

地域移行支援 地域定着支援

事業所数 ２４９事業所 ２７３事業所

利用者数 ５０１人 １，３８９人

国保連平成２５年５月実績

１.地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要

協議会によるネットワーク化
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出典：平成22年度全国救護施設実態調査報告書（全国救護施設協議会）

救護施設入所者の年齢構成救護施設入所者の年齢構成

N=4,076

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 

１年未満

１年～４年

５年～９年

１０年～１９年

２０年～２９年

３０年～３９年

４０年以上

無回答

１年未満 １年～４年 ５年～９年
１０年～１９

年

２０年～２９

年

３０年～３９

年
４０年以上 無回答

人数 646 5,057 3,203 3,145 1,893 1,676 1,435 13 

４０歳未満

2%

４０歳

～６４歳
51%

６５歳以上

47%

無回答

0%

○ 平均14年。10年以上の入所が約半数を占める。

救護施設入所者の入所期間救護施設入所者の入所期間

○ 平均６４歳。65歳以上の入所が約半数を占める。

２.救護施設の入所者の実態

N=17,068

○ 救護施設については、入所者の長期化、高齢化が進んでいる。

入所期間の長期化や高齢化に伴う生活機能、意欲の低下等が考えられ、

外部からの働きかけにより退所を促すことが必要ではないか。

（H23法務省矯正統計年報を参考に作成）

３.矯正施設入所者の状況

全在所受刑者６１,１０２人（平成２３年末）

前年からの在所受刑者
約43,000人

初犯入所受刑者
約10,900人（42%）

再犯による再入所受刑者
約15,100(58%)

仮釈放
約15,000人(51%)

満期出所者
約14,000人（48%）

出所者約29,000人

帰住地がない、受刑態度等の理由

帰住先がある者 約7,600人

帰住先がない者 約6,617人

満期出所者

うち、帰住先のない高齢者又は
障害者 1,000人/年

○ 約６割の犯罪は、再犯者（全犯罪者のうちの約３割）

が実行
再犯防止の必要性

○ Ｈ１６年～２０年の刑務所再入所者のうち、出所時に
帰住先がなかった者の約５７％が１年未満で再犯

帰住先の確保と生活基盤の安定の必要性

新入所受刑者 25,499人

帰住地あり、受刑態度等の理由
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（抜粋）

第３ 再犯防止のための重点施策

１ 対象者の特性に応じた指導及び支援を強化する

（２） 高齢者又は障害者に対する指導及び支援

高齢又は障害のため、自立した生活を送ることが困難な者に対しては、刑務所等、保護観察所、地域生活定着支援

センター、更生保護施設、福祉関係機関等の連携の下、地域生活定着促進事業対象者の早期把握及び迅速な調整に

より、出所等後直ちに福祉サービスにつなげる準備を進めるとともに、帰住先の確保を強力に推進する。

また、地域生活定着促進事業の対象とならない者に対しても、個々の必要性に応じた指導・支援、医療・福祉等のサ

ポートを、刑務所等収容中から出所等後に至るまで切れ目なく実施できるよう取組を強化する。

さらに、高齢者については、その再犯期間が短いことに注目し、刑務所から出た直後の指導・支援を強化するとともに、刑

務所収容中、福祉や年金に関する基礎的知識の付与、対人スキルの向上等、出所後の生活へのスムーズな適応を目指

した指導を充実する。

４.再犯防止に向けた総合対策（抄）

「刑務所出所後２年以内に再び刑務所に入所する者等の割合を今後１０年間で２０％以上削減する」ことが掲げられて
いる。

（平成２４年７月２０日 犯罪対策閣僚会議策定）

保護施設の種類（生活保護法第38条）保護施設の種類（生活保護法第38条）

保護施設在所者のうち身体障害者手帳、療育手帳を所持している在所者数保護施設在所者のうち身体障害者手帳、療育手帳を所持している在所者数

施設種別 在所者数 身体障害者手帳所持者数（対在所者数比） 療育手帳所持者数（対在所者数比）

救護施設 17,263人 3,177人　（18.4％） 4,244人　（24.6％）

更生施設 1,748人 49人　（2.8％） 43人　（2.5％）

授産施設 685人 33人　（4.8％） 94人　（13.7％）

出典：平成22年度社会福祉施設等調査(H22.10.1現在）

出典：平成21年度社会福祉施設等調査(H21.10.1現在）

５.保護施設の種類等

施設種別 概要 根拠法令 カ所数 在所者数

救護施設
　身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護

者を入所させて、生活扶助を行う施設。

生活保護法第３８条

第１項第１号
188 17,375

更生施設
　身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所

させて、生活扶助を行う施設。

生活保護法第３８条

第１項第２号
19 1,457

医療保護施設 　医療を必要とする要保護者に対して医療の給付を行う施設。
生活保護法第３８条

第１項第３号
60 -

授産施設

　身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の限られている要保

護者に対して、就労又は技能の習得のために必要な機会及び便宜を与えて、その

自立を助長する施設。

生活保護法第３８条

第１項第４号
20 482

宿所提供施設 　住居のない要保護者の世帯に対して、住宅扶助を行う施設。
生活保護法第３８条

第１項第５号
10 431
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※　主な支援対象（特別調整対象者）
矯正施設に入所中であり、以下のすべての要件を満たす人

１　高齢（おおむね６５歳以上）又は障害を有すると認められること
２　矯正施設退所後の適当な住居がないこと
３　矯正施設退所後に福祉サービス等を受けることが必要と認められること
４　円滑な社会復帰のために、特別調整の対象とすることが相当と認められ
　ること
５　特別調整の対象となることを希望していること
６　特別調整の実施のために必要な範囲内で、個人情報を公共の保健福祉
　に関する機関等に提供することに同意していること

本人との面接

・通信の実施
福祉サービス等

調整計画の作成

・受入れ先施設等の確

保のための調整

・福祉サービス等の申

請支援等

・矯正施設退所後の受入れ先施設等の確保

（帰住予定地の決定）

・矯正施設退所後直ちに福祉サービス等を利

用できるようにするための体制整備

矯正施設に入所中の人に対する支援

本人が他の都道府県への帰住

を希望している場合は、他のセ

ンターに必要な対応を依頼

保
護
観
察
所
の
協
力
依
頼

本人の福祉的ニーズ、福

祉的支援を受ける上での

問題点等を把握

・本人に対する支援作業

計画を作成

・作成した計画は、保護観
察所に提出

コーディネート業務
（保護観察所の生活環境調整への協力）

依頼を受けたセンターは、受

入れ先施設等の確保に協力

○ 矯正施設入所者に対する住居の確保など退所に向けた生活環境調整等については、現在も保護観察所、地域生活
定着支援センターとの連携により行われている。

○ 矯正施設入所者を地域移行支援の対象とする場合にはこれらの支援制度との役割分担について整理が必要。

保護観察所の支援内容保護観察所の支援内容 地域移行支援の支援内容地域移行支援の支援内容

地域生活定着支援センターの支援内容地域生活定着支援センターの支援内容

６.矯正施設に入所している障害者に対する支援
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そ
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平成２２年度

平成２３年度

地域生活定着支援センターの支
援対象者のうち更生保護施設が
受け入れた者の内訳

社会・援護局総務課調べ

一般社団法人全国地域生活定着支援センター
協議会調べ

n=217

□ n=234 
■ n=500

７.矯正施設を出所した障害者に対する支援の必要性

○ 矯正施設を出所した障害者については、矯正施設出所後の一定期間、更生保護施設などを利用するケースが少なく
ない。

○ 地域生活定着支援センターの支援対象者のうち更生保護施設が受け入れた者の内訳をみると、約６割が障害者（障
害の疑いのある者を含む）となっている。

（参考）地域生活定着支援センターの支援を受けた者の帰住先実績（参考）地域生活定着支援センターの支援を受けた者の帰住先実績
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